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【基本姿勢】
　市民環境部は、市民と直に接することが多い部署であることから「笑顔であいさつ　日本一ひゅうが」の実践に努めるとともに、市民のだれもが自然豊かな
環境の中で安全で安心に健康的な生活が送れるようにするための施策等を推進し、第２次総合計画の本市の将来像である「海・山・人がつながり　笑顔で暮
らせる元気なまち」の実現を図ります。

【基本目標】
１　市民が共に支え合い、自立した生活を送る健康長寿のまち（基本目標２－２）
  ○　都道府県が財政運営の主体となる新国民健康保険制度に移行して２年目を迎え、今後も国民健康保険制度の安定した経営を目指していきます。
　○　国民健康保険制度の適正な運営を図るため、保険税の収納率向上、医療費の適正化対策の推進、ジェネリック医薬品の利用促進及び県補助金の確
    保に取り組むとともに、健康づくり事業と連携しながら保健事業を推進し、被保険者の疾病予防、健康増進を図り、医療費の節減に努めます。
  ○　後期高齢者医療広域連合と連携し後期高齢者医療広域制度の適正な運営を図るため、保険料の収納率向上及び医療費の適正化対策の推進に取り
    組むとともに、健康診査の受診率の向上、ジェネリック医薬品の利用促進等の事業に取り組み、医療費の節減に努めます。
　○　日本年金機構と連携し国民年金制度の適正な運営を図るため、同制度の啓発活動を推進するとともに各種年金相談に対し、きめ細かな対応に努めま
    す。

２　自然を守り、安全で安心な環境で心豊かに暮らせるまち（基本目標４－４）
  ○　安全で安心な生活環境の確保のため、市民や事業所、日向警察署等と連携し、防犯・交通安全啓発活動を推進するとともに、「日向地区広域消費生
    活センター」を核とした相談体制や啓発活動の充実に努め、消費者保護対策の強化を図ります。
　○　環境への負荷が少ない循環型社会の実現のため、「日向市ごみ処理基本計画」に基づき、一般廃棄物の減量化率、資源化率の向上を図るとともに、
    分別回収の徹底と市民啓発による廃棄物の適正処理を推進します。
　○　自然環境の保全と活用のため、第２次「日向市環境基本計画」に基づき、市民や事業所等と連携した環境保全活動や河川の水質汚濁防止に取り組む
     とともに、公害防止に向けた意識向上を図ります。

３　市民一人ひとりが地域とつながる市民協働のまち（基本目標６－３）
 ○　市民が利用しやすい市役所づくりのため、来庁者に対し積極的に笑顔であいさつを行うとともに、正確で迅速・丁寧な窓口サービスの提供に努めます。
 ○　市の健全な財政運営の根幹となる自主財源の確保のため、市税の適正な課税及び徴収率の向上を図るとともに、市の債権の適切な管理に努めます。
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職　員　数　　　　　　　（人）

嘱 託 員 12 前年度繰越額（千円）

特別会計 0

一般会計 0
臨 時 職 員 12

日向市環境基本計画【中間見直し】
（日向市環境基本条例）

再 任 用 職 7
特別会計 7,995,037 日向市分別収集計画（第９期）

（容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律）任 期 付 職 8

令和元年度　部局経営方針

部局名 市民環境部 部局長名 甲斐　伸次郎

当初予算額　　　　　　　　（千円） 令和元年度中に策定した計画　　（根拠法令等）

正 職 員
90

一般会計 2,802,258
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【成果と課題】

【基本目標２ 健康福祉　２　市民が共に支え合い、自立した生活を送る健康長寿のまち】
　○　国民年金については、各種届出や申請の受理及び審査について適正な処理を行い、窓口においても日本年金機構と協力・連携しながら、多種多様
　　な相談に対応しました。また、「広報ひゅうが」を活用し、国民年金制度の周知・啓発を行いました。
 　　　令和元年度から施行された新制度（産前産後期間免除制度、年金生活者支援給付金制度）に対する相談・受付業務も行い、老後の生活資金の
　　確保を図るため、 相談者にわかりやすいきめ細やかな説明を心がけました。

○　国民健康保険税の収納率については、現年度が９２．８６％で昨年度よりも０．８２ポイント上回ったものの、滞納繰越分は１８．７６％で１．７２ポイント
　下回ることとなりました。
　　健康づくり事業のひとつである「特定健診」については、３３．２％（９月速報値）であり、昨年度よりも１．３ポイント上回りました。
　　被保険者数は年々減少しておりますが、総医療費では横ばいであり、健康づくりによる「健康寿命」を伸ばすためにも、「特定健診」による重症化予防
　など、引き続き取り組む必要があります。
  　ジェネリック医薬品普及率については、昨年度よりも２．３ポイント上回る８１．７％となり、県内九市中トップの普及率となっています。

【基本目標４　生活環境　４　自然を守り、安全で安心な環境で心豊かに暮らせるまち】
 ○　防犯対策については、刑法犯罪件数が２９７件で前年と比べて、２５件（９％）増加しました。
      被害防止対策として、発生が増加した自転車盗難については、二重ロックの推奨を広報啓発キャンペーンなどを通じて呼びかけるとともに、うそ電話
　 詐欺等の犯罪防止に向け、今後とも関係機関と連携を取りながら広報啓発を推進していく必要があります。

 ○ 交通安全対策については、交通事故総数が３４８件（前年比－２２）と減少しましたが、交通死亡者数が３件（前年比＋２）と増加しております。
　　 高齢者が当事者となる死亡事故が発生していることから、引き続き高齢者を中心とした各種交通安全推進運動や、後を絶たない飲酒運転に対しても
　飲酒運転根絶活動を推進していく必要があります。

 ○ 消費者保護対策については、「日向地区広域消費生活センター」において圏域町村との連携を取りながら、相談、啓発に取り組み、被害の未然防止・
　拡大防止に努めました。高齢者に関わる犯罪、消費者トラブルが多いことから、見守り等、地域住民と連携、協力していく必要があります。

○ ごみ総排出量については、令和元度は約２１,５４１トンであり、前年度と比較すると約１１トン増加していますが、「日向市ごみ処理基本計画」の基準
  年度である平成26年度と比較すると、総排出量で約５３３トンの減少となっています。令和元年度のごみ総排出量が前年度より増えた要因としては、
  燃やせるごみが増えており、特に草木類が増えている状況であります。
　   また、令和元年度の資源化率は、１９．３％となっており、前年度と比較すると０．５ポイント下がっています。
　 今後とも引き続き、出前講座や戸別訪問等の啓発活動を通して、ごみの排出抑制や減量化、資源化を図っていく必要があります。
○　自然環境の保全と活用対策については、市民、事業者、行政の協働による「クリーンアップ日向」の開催、地区やボランティア清掃への支援、河川環境
　モニターによる河川監視などの水質汚濁防止対策等に取り組んでいます。
　　また、公害の未然防止対策として、河川の水質調査、廃ガス調査、ダイオキシン類調査等に取り組んでいます。
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【成果と課題】

○　市税の徴収率については、現年課税分は９９．２％、滞納繰越分は２５．８％、総額で９７．１％となり、総額では前年度を僅かに上回る結果 となりました。
　 収入未済額については、滞納繰越分は前年度に比べ３９４万円（２．５％）圧縮することができましたが、現年度分は９１３万円（１６．５％）増加しました。
　　　（決算書収入未済額　　Ｈ３０＝２１３，７３９，７４８円　Ｒ１＝２１８，９２７，０４９円）
　　当面は新型コロナウイルス感染症による影響を考慮しながら、引き続き滞納市税の早期把握と早期調査を行い適正な滞納整理を行います。

○　債権管理計画にかかる債権については、自力執行権のある市税等は昨年同様減額されているのに比べ、公債権や私債権の部署について、現年度分は
　債権の圧縮ができましたが、滞納繰越分については余り進んでおりません。今後は、私債権等の徴収についての研修を行い取組の強化に努めます。
　　なお、水道課・下水道課の上下水道料金センターが稼働を始め、債権の圧縮ができています。引き続きどれだけ債権が圧縮できるのか注視していきま
　す。

【基本目標６　地域経営　６　市民１人ひとりが地域とつながる市民協働のまち】
 
○　窓口サービスについては、令和元年１１月１日から個人番号カードを利用して住民票の写し、印鑑登録証明書及び所得証明書等のコンビニ交付サービス
　の運用を開始しました。これにより、全国のコンビニエンスストア等で夜間、休日でも証明書を取得できることとなり、市民の利便性の向上、並びに、本庁
　及び支所から遠距離に居住する市民の負担軽減を図りました。



[様式１-２]

総合計画に基づく重点戦略と重点プロジェクト

基本
目標 令和元年度の主な取組内容 進捗状況 取組結果 成果説明書頁数

[様式１-３]

その他に取組む重点事業

令和元年度の主な取組内容 進捗状況 取組結果 成果説明書頁数

［取組内容］
　国保の広域化に伴い、市町村が担う「資格管理」「保険
給付」「保険税率の決定」「賦課徴収」「保険事業等」に対
し、資格得喪の調査、被保険者の居所確認、早期滞納
整理をさらに取り組みます。また、通年で、ジェネリック医
薬品の利用促進を図ります。

［上半期］
　①6月に納付書が発送されますが、返戻されたケース
は嘱託員による住所地訪問、職員による隣接宅の聞き
取りを実施し、居所不明の確定に取り組みます。
　②保険証更新月（8月）前に未納者への一斉納付催告
を行います。
　③出前講座、児童手当申請時など随時「ジェネリック医
薬品お願いシール」によるPRを実施します。
［下半期］
　①短期保険証交付世帯に対し、納付催促による本証交
付への切り替え促進を図ります。
  ②出前講座、児童手当申請時など随時「ジェネリック医
薬品お願いシール」によるPRを実施します。

計画どおり

[上半期]
①居所不明確認件数　　　３２件

②催告発送件数　　　　８５０件

③出前講座回数　　　２回

[下半期]
①保険証変更件数
　　短期証　→　本証　　　２４件

②出前講座回数　　　３回
　　※保険証更新時に全世帯、新
　　　規加入時に随時配布。

464

（　市民環境部　）

基本目標 施　　策 具体的な施策 予算事業名 所管課

２
健康福祉

２-６
社会保障制
度の安定運
営

①国民健康
保険制度の
適正な運営

【国民健
康保険事
業特別会
計】

国民健
康保険
課

（　市民環境部　）
重点戦略

重点プロジェクト

施　　策 具体的な施策 予算事業名 所管課



 ［取組内容］
　複雑、多様化する住民の消費者トラブルに対し、相談
体制の充実のため職員のスキルアップを図るとともに、
出前講座、講演会、メディアを活用した市民への積極的
な啓発活動に努めます。

［上半期］
　①窓口相談、日向地区内の巡回相談及び出前講座、Ｆ
Ｍラジオ番組による啓発を実施します。
［下半期］
　①窓口相談、日向地区内の巡回相談及び出前講座、Ｆ
Ｍラジオ番組による啓発を実施します。
　②講演会を開催します。

計画どおり

窓口相談        ３６３件
巡回相談回数 　２２回
出前講座　　　　 ２０回
ＦＭラジオ    　　 １１回
消費生活講演会　１回

67

［取組内容］
　設備等の老朽化が進んでいることから、年次的に改修
を行いながら、今後も引き続き、適正な維持管理を図りま
す。

［上半期］
　スクリュープレスの分解工事等を発注します。

計画どおり

　設備等の老朽化が進んでいること
から、改修を行いました。
［下半期］
　スクリュープレスの分解工事を実
施しました。 76

［取組内容］
　全庁的に適正な債権管理及び債権管理意識の向上を
図るため、債権管理関係者会議（幹事会、専門部会）、
担当者研修会等を定期的に開催します。また、債権管理
関係課や担当者からの相談等に対し、必要な助言等を
行います。 計画どおり

　債権管理関係者会議（幹事会、専
門部会）や担当者研修会等を開催
し、全庁的に適正な債権管理及び
債権管理意識の高揚に努めまし
た。また、債権管理担当課職員の
実地での指導を行いました。 65

６
地域経営

６－５
未来につな
げる財政運
営

②自主財源
の確保

債権の適
正管理事
業

税務課

４
生活環境

４-３
安全・安心
な生活環境
の確保

③ 消費者教
育・啓発の
推進

消費者行
政活性化
基金事業

市民課

４
生活環境

９－４
市施設管理
運営費

④衛生施設
管理運営費

財光寺汚
泥処理場
施設管理
運営費

環境政
策課



[様式１-４] 　

行財政改革大綱に基づく行動計画

令和元年度の主な取組内容 進捗状況

［取組内容］
○昼休み窓口業務及び年度末休日の窓口開設を継続
します。
○番号発券機を活用した窓口対応を実施します。
〇電子化した字図の市民課窓口での交付を実施しま
す。

［上半期］
①昼休み窓口業務を実施します。
②年度初めの休日窓口を開設します。
③マイナンバーカード作成申請補助をします。
［下半期］
①昼休み窓口業務を実施します。
②年度末の休日窓口を開設します。
③マイナンバーカード作成申請補助をします。

計画どおり

［取組内容］
令和元年11月にコンビニエンスストアでの各種証明書交付サービ
スが実施できるよう取り組みます。
［上半期］
①総合政策課と連携し、マイナンバーカードの普及に努めます。
②コンビニ交付に向けたシステムの計画・設計（～5月中旬）
③コンビニ交付に向けたシステムの構築（5月中旬～8月）
④コンビニ交付に向けたシステムの運用テスト（8月～10月）
⑤コンビニ交付に向けた条例改正（7月～9月）
⑥コンビニ交付に向けた広報準備及び広報（7月～10月）
［下半期］
①総合政策課と連携し、マイナンバーカードの普及に努めます。
②コンビニ交付に向けシステム等の構築を図ります。
③コンビニ交付に向けたシステムの運用テスト（8月～10月）
④コンビニ交付に向けた広報準備及び広報（7月～10月）
⑤コンビニ交付の開始（11月）

計画どおり

予定どおり実施できました。

１．地域経営の推進 ２．市民
サービスの
充実

３．窓口
サービスの
充実

職員課
関係各課

○昼休み窓口業務及び年度末休日の窓口開設を継続できました。
○番号発券機を充分活用した窓口対応が実施できました。
〇電子化した字図の交付を市民課窓口で発行できるようになりまし
た。

［上半期］
①昼休み窓口業務を実施できました。
②年度初めの休日窓口を開設できました。
③マイナンバーカード作成申請補助を実施しました。
［下半期］
①昼休み窓口業務を実施できました。
②年度末の休日窓口を開設できました。
③マイナンバーカード作成申請補助を実施しました。

４．ＩＣＴ化の
推進

市民課

（　市民環境部　）

大区分 中区分
小区分
（実施項

目）
所管課 取組結果



［取組内容］
  令和２年度から実施予定である一般ごみ収集業務の
全面委託に向けて準備を進めます。

［上半期］
　収集コース、啓発基準等の見直しや検証、仕様書の作
成等を行います。
［下半期］
　９月議会に債務負担行為の議案を上程し、議決後に
契約事務等を進めます。

完了

［取組内容］
　債権管理関係者会議（幹事会、専門部会）や担当者研
修会等を定期的に開催し、全庁的に適正な債権管理及
び債権管理意識の醸成に努めます。

［上半期］
①債権管理関係者会議（幹事会）を開催します。
②債権管理関係者会議（専門部会）を2か月1回程度開
催します。
③債権管理関係課の初任者研修会を開催します。
［下半期］
①債権管理関係者会議（幹事会）を開催します。
②債権管理関係者会議（専門部会）を2か月1回開催し
ます。
③債権管理関係課職員を対象とした研修会を開催しま
す。

計画どおり

［取組内容］
　市税等の収納率向上のために有効な口座振替の利用
促進を図るとともに、徴収の強化に向けて次の対策を引
き続き実施します。
　特に、平成３１年４月からスマートフォン決済アプリを利
用することにより、携帯電話から市税を納税できる方法
を導入します。
○コンビニ収納、スマートフォン決済アプリPayBによる収
納
○滞納対策の早期実施
○自動車差押(タイヤロック)、財産調査の強化
○資産・所得情報の的確な把握による課税強化
○収納嘱託員との連携強化
○職員研修の充実・強化
○滞納者への支出公金の差押
○新滞納管理システムによるデータの共有化及び滞納
処分
○口座振替申込みのWeb受付の導入検討

計画どおり

30-①.市税
の収納率の
向上

30-②.国民
健康保険税
の収納率の
向上

税務課

国民健康
保険課

　市税等の収納率向上のために有効な口座振替の利用促進を図り
ました。
また、コンビニ収納やスマートフォン決裁アプリによる収納による利用
者が増加してきています。
新滞納整理システムを導入し、早期の滞納状況の把握を行い、滞納
処分に活かすことができました。

３．持続可能な財政
基盤の強化

２．自主財
源等の歳入
確保

30．債権管
理の推進

税務課 　債権管理関係者会議や担当者研修会等を開催し、全庁的に適正な
債権管理及び債権管理意識の醸成に努めました。

２．効率的な行政経
営の確立

１．積極的
かつ効果的
な民間活力
の導入

８．一般ごみ
収集業務の
民間委託の
推進

環境政策
課

　令和２年４月からの全面民間委託に向けて、地区説明会や契約手
続きなどを行いました。



［取組内容］
　国民健康保険事業の安定的な運営に資するため、国
民健康保険基金保有額の維持、積み増しに努めます。

［上半期］
国保特別会計の決算状況及び被保険者の保険税負担
を考慮しながら保有額を見直します。
［下半期］
国保特別会計の安定的な財政運営を行い、国保基金保
有額を可能な限り取り崩すことなく運用できるよう努めま
す。

計画どおり

Ｒ２．３．３１現在高

　　　４１１，４２６千円

３．不断の
歳出改革と
将来負担の
軽減

３７　基金の
計画的な活
用

国民健康
保険課


